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1．はじめに

1.1 研究目的

初等教育が格差に与える影響を分析すること

➢ 初等教育の格差への寄与度を、ジニ係数の評価基準を用いて
計算すること。

➢ インドネシアの事例における教育プロジェクトが格差改善に
与える要因を整理すること。
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1．はじめに

1

『持続可能な開発
目標（SDGs）』
にて、貧困や不平
等、格差が目標と
して掲げられてい
る点。

→目標１と目標１０
にて記載。

32

『SDGs』にて、教
育が目標として掲
げられている点。

→目標４にて記載。

教育と貧困が密接
に関わり合ってい
る点。

→多次元貧困指数や
人間貧困指数を構成
する指標内に教育に
関する項目が含有。

1.2 研究背景
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2．貧困と格差

♦世界全体の貧困率は減少傾向にあ
る（表2.1参照）。
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表2.1）世界全体の貧困率

出所：World Bank（2015b）を基に、筆者作成。

2.1貧困の現状
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♦地域別の貧困率は、地域ごとに

大きな差がある（表2.2参照）。
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表2.2）地域別の貧困率

出所：World Bank（2015b）を基に、筆者作成。
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2．貧困と格差

♦格差をジニ係数（後述）で見た時、世界全体の平均と各国内で比較
すると、世界全体のジニ係数が格段に大きい。

→世界全体のジニ係数の平均が69.1％、各国内のそれが20～50％であ
る。

♦世界全体のジニ係数は減少傾向である。

→アジア諸国の急成長により、所得水準が先進国の所得水準に近づい
たことによるものである。
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2.2格差の現状
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2．貧困と格差

絶対的貧困

人間
貧困指数

多次元
貧困指数

人間
開発指数

貧困の指数

ジニ係数

Teil係数

格差の指数

2.3貧困と格差の評価基準
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2．貧困と格差

♦貧困の指数

①絶対的貧困

世界銀行が定める国際貧困ラインを下回っている状態のこと。

国際貧困ライン：2011年の購買平価（PPP）に基づき、1日1.9ドル

と設定しており、このラインを下回ったのが貧困層である。

②人間開発指数（Human Development Index; HDI）

HDI＝平均寿命＋教育水準＋1人当たりの実質所得平均

③人間貧困指数（Human Poverty Index; HPI）

保険・教育・所得の3側面における総体的な貧困状態を描き出す指

標のこと。

L16SS011 齋藤愛佐未8
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2．格差と貧困

④多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index; MPI）

人間開発指数（HDI）の3つの要素に関して、世帯レベルで複数の形態の貧

困がどのように重なり合っているかを表す指標のこと。

→MPIは10の指標から構成されており、加重指標が少なくとも3分の1を超

えると多次元貧困層に分類される（表2.3参照）。
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指標 加重

健康 栄養 70歳未満の成人または子供が栄養不良である。 1/6

子供の死亡率 調査前5年間に、家族の中で死亡した子供がいる。 1/6

教育 就学年数 10歳以上の世帯員が6年間の学校教育を修了していない。 1/6

就学 クラス8を修了する年齢まで学校に通っていない。 1/6

生活水準 調理用燃料 糞、木、炭、または石炭で調理する。 1/18

衛生設備 衛生施設が改善されていない、または改善されているが他の世
帯と共有している。

1/18

飲料水 改善された飲料水を利用できないか、確保に家から往復で少な
くとも30分の距離を要する。

1/18

電気 電気が通っていない。 1/18

住宅 屋根、壁、および床の少なくとも1つの住宅が不適切、又は、天
然素材である。

1/18

資産 ラジオ、テレビ、電話、コンピュータ、自転車、冷蔵庫などの
資産を所有していない。

1/18

表2.3）多次元貧困指数を構成する10の指標

出所：UNDP（2018）を基に、筆者作成。
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2．貧困と格差

♦格差の指数

①ジニ係数

国内における個人または世帯の所得分配の不平等度を示している。

0～1の値をとり、0（又は0％）が完全な平等、１（又は100％）が

完全な不平等を意味する。

G=1－{(X₁－X₀)(Y₁＋Y₀)＋(X₂－X₁)(Y₂＋Y₁)＋…＋(Xn－Xn-1)(Yn＋Yn-1)

=1－Σ(Xi－Xi-1)(Yi＋Yi-1)

G：ジニ係数、Xi：累積世帯比率、Yi：累積所得比率、i=0,1,…,n

②Teil係数

平均値からの散らばり度合いを計算し、数字が大きいほど不平等度

も高くなる。

Teil係数=1/nΣin=(xi/x ̅n⋇ln(xi/x ̅n))

N世帯の所得：x1,x2…,xi,…,xn、平均：x ̅

L16SS011 齋藤愛佐未10
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3．ジニ係数による格差の分析

データ

①初等教育就学率

②中等教育就学率

③高等教育就学率

④ジニ係数

→世界銀行のデータベースから、
上記のデータに関して、まと
まったデータが入手可能な15ヵ
国について、分析対象とした。
就学率は総就学率を用いる。

変数と回帰式

GINI = αn + βpn・PRIEDUn + u

GINI = αn + βsn・SECEDUn + u

GINI = αn + βtn・TAREDUn + u

αn :定数（n国）

PRIEDUn :初等教育就学率（n国）

SECEDUn :中等教育就学率（n国）

TAREDUn :高等教育就学率（n国）

u :攪乱項

L16SS011 齋藤愛佐未

3.1国別の時系列分析
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3．ジニ係数による格差の分析

データ

①初等教育就学率

②中等教育就学率

③高等教育就学率

④ジニ係数

→世界銀行のデータベースから、
上記のデータに関して、2015年の
データを分析対象とした。データ
が欠損している年は、2015年前後
の年のデータを使用した。就学率
は総就学率を用いる。

変数と回帰式

GINI = αw + βpw・PRIEDUw + u

GINI = αw + βsw・SECEDUw + u

GINI = αw + βtw・TAREDUw + u

αw :定数（世界全体）

PRIEDUw :初等教育就学率（世界全体）

SECEDUw :中等教育就学率（世界全体）

TAREDUw :高等教育就学率（世界全体）

u :攪乱項

L16SS011 齋藤愛佐未

3.2世界全体のクロスセクション分析
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３．ジニ係数による格差の分析

♦国別の時系列分析結果
インドネシア、タイ、ホンジュラスで有意となる変数が多くみられた。

L16SS011 齋藤愛佐未

表3.1）インドネシア・タイ・ホンジュラスの回帰分析結果

モデル

標準化されていない係数 標準化係数

t 値 有意確率国名 定数 非標準化係数 標準偏差誤差 ベータ R²

インドネシア PRIEDU15* 124.7660 -0.8300 0.2340 -0.6120 -3.5490 0.0000 0.3750

（Republic of 
Idonesia）

SECEDU15* 18.9510 0.2360 0.0270 0.8870 8.7950 0.0000 0.7860

TAREDU15* 26.5480 0.4040 0.0620 0.8330 6.5620 0.0000 0.6940

タイ PRIEDU3 57.3790 -0.1700 0.2640 -0.1460 -0.6440 0.5270 0.0210

（Thailand） SECEDU3* 48.7700 -0.1080 0.0100 -0.9350 -10.8490 0.0000 0.8740

TAREDU3* 47.8770 -0.1760 0.0300 -0.8310 -5.7770 0.0000 0.6900

ホンジュラス PRIEDU7** 16.5040 0.3610 0.1750 0.6140 2.0600 0.0780 0.3780

（Honduras） SECEDU7* 33.4570 0.3190 0.0920 0.8160 3.4550 0.0140 0.6650

TAREDU7* 94.0970 -2.1160 0.6720 -0.8440 -3.1480 0.0350 0.7120

注1：インドネシアの回帰分析対象の年次は、初等・中等教育が1990、1993、1996、1998‐2017、高等教育が1990、1993、1996、1998‐2014、
2017である。

注2：タイの回帰分析対象の年次は、初等教育が1990、1992、1994、1998-2002、2004、2006‐2017、

中等教育が1990、1992、1994、1996、1998、2002、2004、2006-2017、高等教育が1990、1996、1998-2000、2002、2004、2006-2014、
2016である。

注3：ホンジュラスの回帰分析対象の年次は、初等教育が2008-2016、中等教育が2008、2010-2016、高等教育が2008、2010、2012‐2015である。

*    ：5%水準で有意。

**  ：10％水準で有意。

***：15％水準で有意。

3.3分析結果
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3．ジニ係数による格差の分析

➢ 分析結果を推定式にあてはめると
右記の通りである。

➢ ジニ係数と就学率の関係が、負の
値をとる時に、対象となる変数が
増加すると、ジニ係数で表された
格差が改善されたと解釈できる。

➢ インドネシアについては初等教育
のそれが、タイについては中等・
高等教育のそれが、ホンジュラス
については高等教育のそれが、負
の値となり、有意となっている。

L16SS011 齋藤愛佐未

➀インドネシア

GINI = 124 - 0.83PRIEDU15

GINI = 18 + 0.23SECEDU15

GINI = 26 + 0.40TAREDU15

②タイ

GINI = 48 - 0.10SECEDU3

GINI = 47 - 0.17TAREDU3

③ホンジュラス

GINI = 16 + 0.36PRIEDU7

GINI = 33 + 0.31SECEDU7

GINI = 94 - 2.11TAREDU7

14

初等教育と格差 －インドネシアの事例を中心に



LOGO
表3.2）3国を含めた、全ての分析対象国の分析結果
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3．ジニ係数による格差の分析

国名 モデル

標準化されていない係数 標準化係数

t 値 有意確率定数 非標準化係数 標準偏差誤差 ベータ R²

１.カザフスタン PRIEDU1** 56.2080 -0.2620 0.1190 -0.6680 -2.2000 0.0700 0.4470
（Kazakhstan） SECEDU1*** 33.1530 -0.0540 0.0280 -0.6160 -1.9170 0.1040 0.3800

TAREDU1 23.6130 0.0800 0.1020 0.3060 0.7870 0.4610 0.0940

2．キルギス PRIEDU2** 47.4100 -0.1840 0.0970 -0.5840 -1.9050 0.0990 0.3410

（Kyrgyz Republic） SECEDU2** 44.1750 -0.1750 0.0870 -0.6030 -2.0010 0.0850 0.3640

TAREDU2 31.4220 -0.0720 0.2160 -0.1250 -0.3320 0.7490 0.0160

3.タイ PRIEDU3 30.9390 0.0780 0.2640 0.0980 0.2940 0.7750 0.0100

（Thailand） SECEDU3* 45.8640 -0.0790 0.0180 -0.8270 -4.4210 0.0020 0.6850

TAREDU3* 67.5790 -0.5790 0.2070 -0.7030 -2.7970 0.0230 0.4940

4.ブラジル PRIEDU4 49.4740 0.0250 0.0430 0.2810 0.5850 0.5900 0.0790

（Brazil） SECEDU4 55.1600 -0.0270 0.1210 -0.1110 -0.2230 0.8340 0.0120

TAREDU4 57.6540 -0.1080 0.1340 -0.3740 -0.8070 0.4650 0.1400

5.アルメニア PRIEDU5** 52.0800 -0.2060 0.0960 -0.5410 -2.1340 0.0560 0.2390

（Armenia） SECEDU5 50.9240 -0.2100 0.1440 -0.4370 -1.4590 0.1790 0.1910

TAREDU5* 51.3500 -0.4270 0.1160 -0.7420 -3.6680 0.0040 0.5500

6.コスタリカ PRIEDU6 47.4100 0.0120 0.0590 0.0980 0.1960 0.8540 0.0100

（Costa Rica） SECEDU6 49.5440 -0.0070 0.0180 -0.1190 -0.4070 0.7050 0.0400

TAREDU6 50.6460 -0.0380 0.0520 -0.3390 -0.7210 0.5110 0.1150

7.ホンジュラス PRIEDU7** 16.5040 0.3610 0.1750 0.6140 2.0600 0.0780 0.3780

（Honduras） SECEDU7* 33.4770 0.3190 0.0920 0.8170 3.4650 0.0130 0.6670

TAREDU7* 93.9470 -2.1060 0.6740 -0.8420 -3.1230 0.0350 0.7090

8.モルドバ PRIEDU8* -200.5750 2.4700 0.7590 0.7550 3.2540 0.0120 0.5700

（Moldova） SECEDU8* -165.2850 2.2250 0.7240 0.7360 3.0740 0.0150 0.5410

TAREDU8* 105.7850 -1.9000 0.5380 -0.7800 -3.5310 0.0080 0.6090

9.アルゼンチン PRIEDU9** 3.0440 0.3830 0.2140 0.3720 1.7910 0.0880 0.1380

（Argentina） SECEDU9** 60.1890 -0.1410 0.0690 -0.4170 -2.0500 0.0540 0.1740

TAREDU9* 57.8140 -0.1710 0.0510 -0.6190 -3.3460 0.0040 0.3830

10.コロンビア PRIEDU10* 27.2360 0.2160 0.0400 0.8980 5.3870 0.0010 0.8060

（Colombia） SECEDU10 56.2120 -0.0310 0.2150 -0.0540 -0.1440 0.8900 0.0030

TAREDU10* 61.5000 -0.1800 0.0200 -0.9610 -9.1710 0.0000 0.9230

11.パナマ PRIEDU11* 17.9790 0.3380 0.1010 0.6430 3.3620 0.0040 0.4140

（Panama） SECEDU11* 82.6670 -0.4170 0.0790 -0.8170 -5.3020 0.0000 0.6680

TAREDU11* 87.4230 -0.7880 0.2090 -0.7100 -3.7750 0.0020 0.5040

12.パラグアイ PRIEDU12* 13.9100 0.3510 0.0990 0.7450 3.5320 0.0050 0.5550

（Paraguay） SECEDU12** 86.5340 -0.5030 0.2300 -0.5680 -2.1850 0.0540 0.3230

TAREDU12* 60.9750 -0.2910 0.1110 -0.7030 -2.6130 0.0350 0.4940

13.エクアドル PRIEDU13 44.2310 0.0430 0.2810 0.0450 0.1540 0.8800 0.0020

（Ecuador） SECEDU13* 63.7450 -0.1710 0.0090 -0.9840 -18.0860 0.0000 0.9670

TAREDU13

14.ドミニカ共和国 PRIEDU14 48.2110 0.0010 0.2520 0.0010 0.0030 0.9980 0.0000

（Dominican Republic） SECEDU14* 81.0120 -0.4290 0.1310 -0.7190 -0.3272 0.0080 0.5170

TAREDU14* 63.9120 -0.3620 0.0870 -0.9220 -0.4136 0.0260 0.8510

15.インドネシア PRIEDU15* 132.3320 -0.9010 0.2930 -0.5860 -3.0710 0.0070 0.3440

（Republic of Idonesia） SECEDU15* 14.4300 0.2960 0.0240 0.9460 12.3360 0.0000 0.8950

TAREDU15* 24.4880 0.4880 0.0670 0.8750 7.2370 0.0000 0.7660

*    ：5%水準で有意。

**  ：10％水準で有意。

***：15％水準で有意。
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3．ジニ係数による格差の分析

♦世界全体のクロスセクション分析結果

➢ 分析結果を推定式にあてはめると以下の通りである。

➢ 世界全体では、中等教育と高等教育の就学率とジニ係数の関係が負
の値となり、有意となっている。

L16SS011 齋藤愛佐未

モデル

標準化されていない係数 標準化係数

t 値 有意確率定数 非標準化係数 標準偏差誤差 ベータ R²

PRIEDU* 27.8530 0.1020 0.0500 0.1600 2.0370 0.0430 0.0260

SECEDU* 45.9230 -0.0940 0.0190 -0.3670 -4.9090 0.0000 0.1350

TAREDU* 42.1520 -0.1050 0.0200 -0.3900 -5.2580 0.0000 0.1520

表3.3）世界全体のクロスセクション分析結果

*    ：5%水準で有意。

**  ：10％水準で有意。

***：15％水準で有意。

GINI = 28 +0.10PRIEDU

GINI = 46 - 0.09SECEDU

GINI = 42 - 0.10TAREDU
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4．インドネシアにおける教育プロジェクト

①ジニ係数の増加

インドネシアの教育プロジェクト
を取り上げる理由

②初等教育の
格差への寄与度が高い

分析対象の15ヵ国の内、
唯一1993年32.0%から
2017年38.1%と増加傾向
である。
他国以上に格差を縮小さ
せる必要がある。

分析対象の15ヵ国の内、
インドネシアのみ、初等
教育の変数に関して有意
であり、初等教育の就学
率とジニ係数が負の関係
である。
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4．インドネシアにおける教育プロジェクト

L16SS011 齋藤愛佐未

4.1インドネシアの基礎データ・教育データ
人口が約2.64億人

ASEAN1位、世界4位

多様な民族
約490の民族

世界最大のイスラム教徒数
人口の87%がイスラム教徒

ASEANの経済大国
名目GDPがASEAN全体の4割

人口ボーナス期の継続

多様な島々
主要5島と17,000以上の島々

インドネシア

学校制度 6、3、3、4制
義務教育期間 7－15歳
学校年度 7月始業
学期制 2学期制
就学前教育 就学前教育は義務ではないが、私立小学校への入学条件として重視

される場合がある。幼稚園の数は約49,000あり、約99%が民間に
よって運営されている。
・託児所 ・プレイグループ ・幼稚園 ・乳幼児教育機関

義務教育 初等教育：小学校（SD）、マドラサ・イブティダイヤ（MI）
中等教育：中学校（SMP)、マドラサ・ツァナウィヤ（Mts)

義務教育段階
の学費

公立：小・中等教育は管理費・運営費・授業料等は無料、
交通費・制服・鞄・靴などは個人負担である。

私立：学校によって異なる。
義務教育以降 高等教育：高校（SMA）、マドラサ・アリヤ（MA）、

職業高等教育：職業高校（SMK）、マドラサ・アリヤ職業（MAK）
高等教育以降 大学、専門大学、ポリテニック、単科大学、総合大学

表4.1）インドネシアの教育データ

出所：外務省（2017）を基に、筆者作成。
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4.2 インドネシアの教育の現状と課題

♦教師の質の低さ

➢ 教師の理想の最終学歴を、D4（4年制専門学校卒業）又は学士S1（4年大学卒
業）と定義。初等教育はD4。それらの学歴を持つ教師の割合は増加したが、
初等教育のみ85.99%と、90％を超えていない。

➢ 適切な訓練を行っている教師が、初等教育で45%、中等教育で39%である。

♦宗教と教育

➢ ①国家教育省（MONE）が運営する学校、②宗教省（MORA）が運営する学校、
マドラサがある。マドラサはイスラム教育に特化しており、通常教育を受けら
れる機会が少ない。

→両校の間で学力の差が生まれてくる。

➢ 国際学力調査（PISA）では、MONEが運営する学校の方が、高い得点を取っ
ている。
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4．インドネシアにおける教育プロジェクト

年齢 学校参加比率（農村部） 学校参加比率（都市部）

5－9歳 69.52 69.48

10－14歳 98.30 99.20

15－19歳 66.20 73.56

20－24歳 13.78 26.37

年齢
一度も学校に参加したことがな

い比率（農村部）
一度も学校に参加したことがな

い比率（都市部）

5－9歳 30.42 30.37

10－14歳 0.74 0.18

15－19歳 1.09 0.41

20－24歳 1.25 0.41

表4.2.1）インドネシアの学校参加比率（単位：%）

表4.2.2）インドネシアの学校参加比率（単位：%）

注：表4.2.1）表4.2.2）のデータは全て2016年のものである。出所：Badan Pusat Stastik（2017）を基に、筆者作成。
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政府への支援 生徒への支援 教師への支援 地域への強化

国家教育法
計画法
施行の支援

国家及び地方政府
に予算の少なくと
も20%を教育に割
り当てる

教育の地方分権
化の促進

学校開発基金
の配布

設備の向上

小学校に6,000ド
ル、中学校に
9,000ドルの助成
金。小学校に
9,000ドル、中学
校に12,000ドル
の補助金。

トレーニングプ
ログラム
の実行

年に3～6回行う。
開発金として、貸
付金が50,946人
の受益者に、補助
金が305人の受益
者に与えられた。

運用資金の
公的責任説明

の強化

保護者を含める
地域への、運用
資金の通知を強
化することで、
透明性を図った。
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分散型基礎教育プロジェクト（Decentralized Basic Education Project; DBEP）

4．インドネシアにおける教育プロジェクト

4.3 プロジェクトの分析
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4．インドネシアにおける教育プロジェクト

➢ このプロジェクトはバリ島、西ヌサ・トゥンガラ（NTB）、東ヌサ・トゥンガラ（NTT）
の3つの州内の26地区を対象地域としている。

♦プロジェクトの成果

1

政府や地区への
影響

法律や制約を定め、
教育の地方分権化
を促進させた。
公的責任説明の強
化により、学校や
保護者、地区全て

の理解が深まった。

4

人間開発指数
（HDI）の増加

3つの州においてHDI

の値が2002‐2009間
で増加した。
教育のプロジェクト
によって他の分野に
も影響が出ているこ
とが明らかとなる。

2

就学率、移行率、
および試験スコア

の改善
総就学率、純就学率
ともに、3つの州で
増加傾向となった。
平均成績が10％から
33％に増加。平均評
点は、最大10点の内
7点を超えた。

3

教師への影響

NTT地区では生徒と
教師の出席率が毎年
平均83%～88%から
90%～95%に増加し、
トレーニングプログ
ラムが高く評価され
た。
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5．結論

インドネシア

初等教育

タイ

中等教育・高等教育

ホンジュラス

高等教育

就学率とジニ係数の関係が、負
の値をとり、有意となった

⇩
それぞれの教育段階へのアプ
ローチがジニ係数で表された

格差の縮小に繋がる

世界全体

中等教育・高等教育

初等教育と格差 －インドネシアの事例を中心に

23

5.1 回帰分析結果による発見



LOGO

L16SS011 齋藤愛佐未24

5．結論
初等教育と格差 －インドネシアの事例を中心に

5.2 インドネシアでの格差解消について

♦教師の質の向上

➢ 一般には奨学金制度の構築がすすめられる中、教師に焦点が当てられている。

➢ 教師の質を向上→生徒が受ける教育の質の向上→生徒が学校への価値を見出す

➢ 結果、就学率が上がり、人間開発指数の改善にも繋がり、初等教育に関しては
格差も縮小する。

♦地域格差の改善

➢ DBEPでは、地方分権化の促進を支援し、地方政府予算の20%を教育に割り当
てる法律を施行させた。

➢ 政府を巻き込んだプロジェクトを行うことで、財政・行政における地方教育へ
の支援がより一層強化され、教育の地域格差の改善に繋がる。

『分散型基礎教育プロジェクト（DBEP）』では、教育の地方分権
化を中心に、設備の向上、教師の向上を進めることで、就学率だけ

でなく、人間開発指数の改善にも繋がるという成果を得た。
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出所：The World Bank Dataを基に、筆者作成。
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出所：The World Bank Dataを基に、筆者作成。
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出所：The World Bank Data
を基に、筆者作成。
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